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コーディネーターとしての教頭の役割に着目した 
教員の自己研修のあり方に関する実践的研究 
―教員一人一人のニーズを踏まえて― 
古谷	 成司 
千葉県富里市立富里第一小学校 
 
教育公務員である公立学校の教員は教育公務員特例法第 21 条で絶えず研究と修養に努めなければならないと示さ
れている。そのため、一般的に学校で実施している研修では学校で教科やテーマを決めて、教員全体で取り組む形を
とっている。しかし、教員の年齢構成はベテラン教員と若年層教員が多くなっており、各々の教員が必要としている
研修は異なる。そして、教員の多忙化という現状から自己研修に取り組む時間があまりない。そこで、教頭として校
内において一人一人のニーズに応じた自己研修の体制を取り入れることとした。一人一人の教員が作成する週教育計
画案や目標申告制度等をもとにニーズを把握し、そのニーズに合う外部講師を要請する等研修の機会を設けた。こう
した取組により、一人一人の教員としての研修意欲や指導能力が高まった。 
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1.	 問題の所在	 
	 
1.1.	 教員研修の現状について	 
公立学校の教員は教育公務員に法律上位置づけられ
る1。このことから地方公務員法の適用を受けている。
一般的な公務員と教育公務員、両者ともに「研修を受け
る機会が与えられなければならない」と法律により示さ
れている2。一方、両者の研修に関する違いはと言われ
れば「教育公務員は、その職責を遂行するために、絶え
ず研究と修養に努めなければならない3」という点にあ
ると考える。 
	 筆者は千葉県に勤務しているが、千葉県教育委員会で
は、毎年年度初めに公立学校の教員一人一人に「千葉県
学校教育指導の指針」を配布している。平成 25 年度版
では、「研究と修養」を重要ととらえ、強調して掲載し
ている。そして、当指針の説明資料では「個々の能力や
適性、校内で期待される役割等に応じて、意欲をもって
主体的かつ計画的に自己研鑚に努めることが大切であ
る」としている4。 
	 では、千葉県の教員にはどのような研修を受ける機会
が与えられているだろうか。 
	 法律上具体的に位置づけられているのが「初任者研
修」と「10 年経験者研修」の 2 つである。これらは全
国的に共通して必須とされている研修である。前者は、
採用の日から 1 年間の教諭の職務の遂行に必要な事項
に関する実践的な研修を実施しなければならないとし
ている5。 
この研修では初任者指導教員が週に 1～2 日程度学校
に来て、直接初任者を指導している。研修する内容は授
業・学級経営・校務分掌等多岐にわたっており、１年間
で校外研修を 20 日間、校内研修を 240 時間実施するこ
とを義務づけている6。なお、千葉県ではその後 2 年間
で校外研修 4、5 日間、校内研修 60 時間以上実施するこ
とを義務づけているが、専任の初任者指導教員は付かず、
自分でテーマを決めて校長の承認のもと研修すること
となっている。 
後者の 10 年経験者研修は、在職期間が 10 年に達した
後相当の期間内に、個々の能力、適性等に応じて、教諭
等としての資質の向上を図るために必要な事項に関す
る研修を実施しなければならないとしている7。当研修
には初任者研修のように専任の指導教員は付かず、主と
して自分自身で研修を進めていくことになる。研修する
内容は授業に関すること、道徳に関すること、生徒指導
に関すること、異校種や社会体験を実施することになっ
ており、１年間で校外研修を 15 日間、校内研修を 20
日間実施することを義務づけている8。 
	 これら 2 つはある経験年数が経過した際に必ず行う
研修となっているが、これら以外では主に校内研修と校
外研修の 2 つに分けて機会が与えられている。 
校内研修については、千葉県の小学校では木曜日を研
修日として位置づけ、各学校で研究する教科や研究テー
マを決めて学校全体で実施していることがほとんどで
ある9。 
	 校外研修については、千葉県教育委員会では、教員の
指導力を高める事業として、「ちば『授業錬磨の公開日』」
を実施している10。これは、11 月を全県で「学力向上月
間」として位置づけ、県内すべての公立学校で授業公開
を実施することという取組である。これによって、校外
研修に出かけて教員が他校の優れた授業を見合い、授業
力の向上を図ることを目的に実施している。しかし、全
Seiji FURUTANI ： A Study on Practical Teacher 
Self-Training focusing on the role of the Vice-Principal as 
the Coordinator~ Based on the Needs of Each Teacher ~ 
The elementary school of Tomisatodaiichi 
授業実践開発研究 第 7 巻（2014） 
 72 
員が授業公開に出かけていくわけではない11。 
	 さらに、千葉県教育委員会では教員向けの研修講座を
開設しており、教員が希望して講座を受けられるように
なっている。また、多くの市町村教育委員会で夏季休業
中を中心に研修を受ける機会が設けられている12。	 
このように、教員一人一人の指導力を高めるための研
修の機会は校内校外を問わず設けられている。	 
しかし、これらの研修は千葉県学校教育指導の指針で
示しているように個々の能力や適性等に応じているの
であろうか、また、意欲をもって主体的かつ計画的に自
己研鑽を積む場となっているのだろうか。	 
	 
1.2.	 教員の自己研修における課題	 
筆者の勤務校では昨年度、今年度の 2 カ年にわたって
県教委の研修講座を希望する教員は誰もいなかった。理
由を尋ねると、「研修したいと思える講座が無い」「地理
的に遠い」というものであった。過去、市全体で見ても
毎年 10％程度の教員しか希望していない13。つまり、校
外研修では必ずしも全ての教員に望むような自己研鑽
を積む場が設けられているとは言い難い。	 
では、校内研修では個々の能力や適性に応じて意欲的
に自己研鑽が積めるようになっているのだろうか。	 
まずは､自己研鑽という形になっている先に述べた
「初任者研修」は具体的にどのように行われているかを
千葉県の小学校を例に取り上げていくことにする。 
新任の小学校教員は､実践的指導力と使命感を養うと
ともに幅広い知見を得るため､学級を担当しながら採用
の日から 1 年間実践的研修を受けることになっている。
この研修は校外研修と校内研修に分けて行われている。 
校外研修は年間 20 日間行われる。20 日間では主に 3
つの研修が行われている。1 つめは千葉県総合教育セン
ター等における講義・講話・演習を受ける。2 つめは先
輩教員の質の高い授業を年間 3 日参観し､授業をした先
輩から参観授業についての解説を受ける。3 つめは異校
種交流体験､つまり､小学校教員であれば､幼稚園や中学
校等を 1 日見学するというものである。 
校内研修は年間の日数が決められているわけではな
いが､週8時間､年間240時間以上という時間の制約はあ
る。校内研修は大きく 2 つに分かれている。授業研修（週
6 時間）と年間指導計画に基づく研修（週 2 時間）であ
る。 
授業研修は､実際の授業に即して行っていく研修であ
る。初任者が子どもを指導していく過程を通して､各教
科等の指導の基本的な技能､効果的な授業展開のあり方､
子どもの学習活動の様子､教材の工夫等について相談し
たり､指導助言を受けたりして､教科指導を中心とした
実践的指導力の向上を目指す。この授業研修には､授業
実践研修（週 4 時間､年間 120 時間以上）と授業に関す
る研修（週 2 時間､年間 60 時間以上）の 2 種類に分かれ
ている。前者では初任者が実際に授業を行って研修をし
たり､指導教員が実際に授業を行って見せたりするとい
うものである。また､後者は授業の教材研究や授業後の
反省をしたり､校内の先輩教員の授業を参観したりする
というものである。 
年間指導計画に基づく研修とは､教育活動全般におい
ての必要な事柄を身につけることにより､教員としての
実践的指導力と使命感を養うことを目的としている。毎
時間テーマが決められている。例えば､指導要録や出席
簿の書き方等の事務的な内容であったり､キャリア教
育・国際理解教育等の教育の全般的な内容であったり､
保護者との接し方といった教員の日常的な内容であっ
たりとテーマは幅広い。 
初任者研修は校外研修､校内研修を通じて､教員のあ
らゆる仕事に対応できるように計画運営されている。ま
た､どの研修においても指導力に優れた講師､指導教員
というトレーナーが付いて懇切丁寧に研修を進めてい
る。 
では､初任者研修は個々の能力や適性に応じて意欲的
に自己研鑽は積めるようになっているのだろうか。 
石原（2011）の初任者教員を対象とした初任者研修に
関するアンケート調査14によると､先に述べたように幅
広いテーマで行われる研修内容のいずれにおいても「興
味を持った」と答える割合が 70％を超えている。特に､
「わかる授業づくり」「学級づくり」といった日常の中
心的な仕事である「授業実践・学級経営」については
100％に近い教員が興味を持っている。 
このことから指導教員が初任者に対して実践的に指
導する初任者研修は､成果が上がっているものと考える
ことができる。 
しかしながら､このようなマンツーマンで指導教員が
付いた研修を受けられるのは 1 年間だけである。10 年
後に受ける「10 年経験者研修」では､講師や指導教員が
毎回付くわけではない。基本的に校内での自己研修は
個々の教員に任されている。 
次に､一般教員が校内研修で自己研鑽が積めるように
なっているかをみてみよう。	 
香川県教育センターが平成 17 年度に行った調査研究
で校内研修の充実に関する調査が以下の表1のようにな
っている15。	 
	 
表 1	 校内研修の充実のために必要なこと（数字は％）	 
質問内容	 小学校	 
ア	 研修の時期や時間､回数の工夫をする	 9.3	 
イ	 研究主題に対する教員の共通理解を図る	 23.7	 
ウ	 管理職がリーダーシップを発揮する	 4.6	 
エ	 個々の教員の課題を把握して研修に生かす	 39.2	 
オ	 教育実践に生かせるような内容を選定する	 29.9	 
カ	 演習や少人数グループにするなど方法や形態を工夫する	 11.3	 
キ	 個々の教員の得意分野や個性を生かした活躍の場を設定する	 38.7	 
ク	 優れた講師・指導者を選定する	 16.0	 
ケ	 資料や情報を収集し､有効に活用する	 19.6	 
コ	 研修を継続的に実施し､成果を積み上げる	 46.9	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サ	 評価をもとにして､研修を改善する	 28.9	 
シ	 教員間の意見交流を活発にする	 18.6	 
ス	 その他	 1.0	 
	 
	 この結果からみると、「個々の教員の課題を把握して、
研修に生かす」「個々の教員の得意分野や個性を生かし
た活躍の場を設定する」が 2 番目、3 番目に校内研修の
充実のために必要なこととして挙げている。このことか
ら個々の教員の要望に応じ、個性を生かす研修が求めら
れていることがうかがえる。	 
	 また、同センターの年代別の充実させたい校内研修に
関する調査では、20 歳代の教員の 40％強が学級経営を
挙げているのに対して、このことについて 50 歳代の教
員は 15％強となっている。逆に、50 歳代の教員は生徒
指導・教育相談が約 50％になっているのに対して、20
歳代の教員は約 20％である。	 
	 現在の小学校教員の年齢構成をみると、若年層教員が
23.5％、50 歳以上のベテラン層教員が 38.1％となって
おり16、二極化している。	 
	 このように、それぞれの年代で身につけたい知識や技
術、解決したい課題が異なると考えられることから、校
内研修が個々の教員に応じた自己研鑽の場になってい
るとは言い難い。	 
	 そうなると、自己研鑽の観点から校内研修のあり方を
見直さなければならないのではないだろうか。香川県教
育センターは校内研修のあり方を次のように見直すよ
う提言している。	 
	 
	 個々の教員が、校内研修の研究主題に基づいて、
自己の研修課題を設定する。研究主題という共通の
目標達成のために、「自分は、何ができるのか」「何
をやりたいのか」を考え、「どのように取り組むこ
とで自己成長を図るのか」と、自己の研修課題を明
らかにして取り組む。	 
	 
この方法では学校全体で行う校内研修から自分の研
修課題を設定することになる。しかし、先に述べたよう
に各々の年代で解決したい課題が異なる。算数科の研究
を校内全体で行っている場合に国語科に対して研修し
たいと思っている場合には校内の全体研修から自らの
課題を設定するのは難しい。これは従来行われてきた学
校全体で行う校内研修を否定するものではない。学校全
体で行う校内研修は必要である。学校教育目標を達成す
るために、学校として課題になっていることを解決する
ためにテーマを設定して全教員で研究していくことは
望ましい学校経営をしていく上でも重要であろう。しか
しながら、この方法では依然として個々に応じて、意欲
的に自己研鑽を図ることにつながっていかないのでは
ないかという懸念は残るのである。	 
教員個々に解決したい課題について校内で組織的に
一人一人に合わせた自己研修を行っているような先行
研究については､平成 23､24 年度に大田区立洗足池小学
校が「確かな授業力を身につけ､高め合う研修システム
の研究	 ～『研修項目』を選択して行う『研修授業』を
中心に～」という研究主題のもと研究を進めている事例
があった17。当校の研究会の案内をみると､個々に研修し
たい教科及びテーマを設けて研修を進めるというスタ
イルになっている。ただ､当校の研究は個々で進める研
修そのものが校内全体の研修になっているのである。一
般的に行われている全体研修と自己研修が分かれてい
るわけではない。同時に研修が行われている先行研究は
現時点で見つかっていない。それは､おそらく校内で全
体研修と自己研修を平行して行うことは時間的に無理
があるからであろう。先に述べた初任者研修や 10 年経
験者研修のように個別に設定されているような研修は
除いて､一人一人の研修については慣習として各々が自
らの努力で行うものとされているからではないかと推
測する。	 
自己研修する機会は勤務時間外に求めることもでき
る。夜間や休日に各種教育団体が実施している研修会に
参加して、研修を深める場は様々ある18。これならば、
自分で選択することになるので、自分の解決したい課題
について直接研修することができる。	 
しかし、現在の教育的な課題の一つである「教員の多
忙化」を考えると全ての教員に夜間や休日を利用してこ
れらを積極的に勧めることが望ましいとは言い難い。	 
ベネッセ教育研究所「第 5 回学習指導基本調査（小学
校・中学校版）」によると、出退勤時刻や学校にいる時
間・睡眠時間の平均が図 1 のようになっている19。	 
	 
	 
退勤時刻は隔年ごとの調査で 10 分～20 分程度延びて
おり、2010 年度の調査では小学校教員で 19:05、中学校
教員で 19:33 となっている。睡眠時間はいずれも 6 時間
未満である。出勤時刻も早まる傾向にある。	 
	 このような教員の仕事が多忙化している現状では、学
図１：出勤時刻・退勤時刻・学校にいる時間・睡眠時間 
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校外の時間では休養に充てたり、家族との時間を充実さ
せたりすることの方が、他に研修の場を求めていくこと
よりも必要に感じる。	 
	 また、教員が心の病で休職に入る場合も増えてきた。	 
平成 24 年度公立学校教職員の人事行政状況調査による
と教員数が 921､673 名で、病気休職者は 8､341 名、うち
4､960 名が精神疾患による休職となっている20。病気休
職者のうち精神疾患者の割合は 59.5％で 6 割近くを占
めている。休職者の予備軍である療養休暇に入っている
教員も相当数いると考えてもおかしくない。	 
	 教頭として教員の心身の健康を保つようにしていく
ことは大変重要であると考える。	 
	 とはいうものの、休職に入る理由の一つに、子どもや
保護者との関係がうまくいかないことがあげられてい
ることから考えると自己研修は重要であると考える。自
己研修を行うことで、例えば、学習指導が上手になれば
子どもにとって充実した学びとなり、子どもたちとの関
係性がよくなる。そして、教員もそこにやりがいを見い
出すことができる。また、それにより保護者との関係性
もよくなる。自己研修によって教員自身の指導力が高ま
り、それが好循環を生み、自分自身の心身の健康を保つ
ことの一助になっていることは十分に考えられるので
ある。	 
	 教員一人一人が自己研修できる場を学校にいる時間
の中で設けることはできないのだろうか。そして、その
研修を意欲的に行い、充実したものにする方法はないの
だろうか。	 
	 
1.3.	 教員の自己研修における教頭の役割	 
一般的に校内の研修に関することについては研究主
任が担うことになっているが､全体研修も企画運営しな
がら同時に一人一人の課題や能力に合わせた個別研修
も中心になって行うことは負担が大きい。特に､研究主
任はほとんどが担任を持っていることから､一人一人の
課題や能力を日常的に把握することは困難である。筆者
の現在の職である教頭という教職員を管理する立場な
らば、比較的教員一人一人が自身の課題や能力を把握が
しやすい。また､個々の研修時間の設定の仕方について
は教育課程を管理している教務主任と教頭との相談に
なるが調整はしやすい。また､講師が必要な場合には校
長と相談して互いの人脈を生かしながら講師の選定を
することもできる。	 
このように､教員一人一人の研修ニーズに合わせた自
己研修を可能にしていくためには教頭のコーディネー
トが重要である。そこで､教頭がコーディネーターの役
割をどのように果たしていけばよいかについて研究を
進めていくこととする。研究対象に関しては、筆者が勤
務する小学校の教員とする。	 
	 
2.	 研究の目的と方法	 
	 
2.1.	 研究の目的	 
	 教頭として､教員一人一人が個々に解決したい課題に
ついて校内で自己研修を進めることができるようなコ
ーディネートの仕方について研究していく。	 
	 
2.2.	 研究の方法	 
本研究では、校内において個々に解決したい課題やそ
の能力に応じて、意欲的に自己研修を積めるよう研修を
実施し、教頭が教員に対して観察及び聴き取り調査を実
施する。考察にあたっては、調査した内容を分析し、教
頭のコーディネートのあり方の有効性や課題を明らか
にする。	 
	 
3.	 校内における教員一人一人の自己研修の体
制づくり	 
	 
3.1.	 自己研修のニーズをどう把握するか	 
	 先に述べたように、学校での研修は全員で教科やテー
マを決めて行うことが一般的である。そのため、自分一
人のための研修を勤務時間の中に位置づけるという慣
習が無い。したがって、勤務時間内に自己研修するよう
に教頭から教員に対して指示を出しても、おそらくどう
していいかわからない状態になるであろう。	 
	 また、いきなり自己研修することを教頭が押しつける
ことは意欲的に行うためには逆効果になる恐れがある。
ただでさえ、勤務時間中、とくに子どもが学校にいる間
は学習指導・生徒指導と様々忙しい。強制すればこうし
た業務に充てる時間がないとの批判を受けかねない。	 
そこで、手始めに教員一人一人の研修した方がよいと
思われる内容について水面下で調べることとした。とは
いえ、8:00 の始業前は教員一人一人が様々な準備に追わ
れて忙しく、このことを聴き取ることは難しい。放課後
も 15:30に下校してから退勤時刻 16:30までの 1時間し
かなく、その時間も様々な業務に費やしている。やみく
もに聴き取ることは時間がかかるので聴き取りは後回
しにすることにした。	 
1 つめは、週指導計画案に書かれている 1 週間の反省
をもとにしようと考えた21。この反省には学習指導や生
徒指導、学校行事等、その週で教員が考えたことを記載
してある。その反省を読むと、一人一人が現在何に困り、
そして、どうしたいのかを読み取ることができる。その
内容をもとにして、教員一人一人から困っていることに
ついて相談に乗りながら具体的に聴き出すことにした。	 
2 つめに、目標申告制度22を活用することにした。こ
れは、教職員一人一人が校長の定める学校の教育目標を
踏まえて自らの職務上の目標を設定し、その目標に係る
達成の状況を自己評価することを通じて職員の能力開
発及び人材育成を図り、もって学校組織の活性化に資す
ることを目的としている。千葉県教育委員会が教員に義
務づけており、5 月頃に校長に提出することになってい
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る。目標申告制度の中に「能力開発」という欄がある。
ここには教員が業務に関することで本年度高めたいこ
とが記載してある。この内容をもとに、どのように高め
るかを相談に乗りながら具体的に聴き出すことにした。	 
3 つめに、業績評価23を活用することにした。これは、
管理職が教員の職務遂行の状況や達成の状況を公正か
つ客観的に評価することになっている。教頭は業績評価
の評価者の一人であるので、校内での研究授業はもちろ
んのこと、日常での授業を観察し、教員個々が抱えてい
る課題を教頭として把握していかなければならない。抱
えている課題について気づかせつつ、教員自身がどのよ
うに考えているかを具体的に聴き出すことにした。	 
	 4 つめは、職員室の何気ない会話である。職員室では
様々な話題が出る。その中で、学習指導で困っているこ
とや行事の進め方で困っていること等々を聴き、折を見
て相談に乗ることとした。	 
	 このように、教員個々が困っていること、高めたい能
力、抱えている課題等を自己研修のニーズととらえるこ
ととした。これら 4 つの方法を用いて把握したＡ小学校
の教員のニーズは以下の表2のとおりである。表中の「教
員」はイニシャルで示し、「年齢層」は 10 年目までの経
験年数の教員を若年層、11 年目から 29 年目までの経験
年数の教員を中間層、30 年目以上の経験年数の教員をベ
テラン層とした。	 
	 
表 2	 Ａ小学校教員個々の年齢層及び自己研修のニーズ	 
教員 年齢層 自己研修のニーズ 
Ａ 若年層 日常の授業に関する指導 
Ｂ 若年層 
日常の授業に関する指導 
体育主任としての体育経営 
Ｃ 若年層 
日常の授業に関する指導 
若年層研修におけるリーダーシ
ップ 
Ｄ 中間層 知的障害に関する指導 
Ｅ 中間層 体育の授業に関する指導 
Ｆ 中間層 
食物アレルギーに関する指導及
び体制づくり 
Ｇ 中間層 体育の授業に関する指導 
Ｈ ベテラン層 言語障害に関する指導 
Ｉ ベテラン層 情緒障害に関する指導 
Ｊ ベテラン層 体育の授業に関する指導 
Ｋ ベテラン層 知的障害に関する指導 
Ｌ ベテラン層 音楽の授業に関する指導 
	 
3.2.	 自己研修する機会をどう設けるか	 
	 自己研修のニーズを把握したが、いつ、どのように自
己研修の機会を設ければよいのだろうか。	 
	 まず、自己研修に充てる時間を確保する方法について
は教員の空き時間を活用することにした。本校は専科教
員が 1 名いる。当教員は、全学年の音楽科の授業、２年
以上の書写の授業、５・６年の家庭科の授業を計 20 時
間受け持っている。受け持ちの子どもが専科授業の場合、
担任は空き時間になる。つまり、その時間は個別に指導
を受けられる時間にすることができる。これならば、勤
務時間の中で自己研修の時間を確保することができる。	 
	 次に、自己研修の方法であるがニーズに合わせた講師
を招聘して指導を受けることが望ましいのではないか
と考えた。先に述べた香川県教育センターの同じ調査研
究で魅力を感じる校内研修に関する調査が以下の図2の
ようになっている。	 
	 
	 
これをみると、教員が魅力を感じるのは「新しい知識
や情報を提供してくれる」との回答が高い数値を示して
いる24。例えば、空き時間の前に講師に授業を参観して
もらい、その後に授業について指導を個別に受けること
ができる。空き時間の前に、講師に授業を参観してもら
い、直後に指導を受けることができる体制をとることが
できれば効果的であると考える。図 2 で 70％以上の高い
結果が出ている「授業等の日常の教育実践に役立てるこ
とができる」にも合致する。	 
	 とはいえ、講師を招聘することは簡単ではない。研
修のニーズに合った講師を見つけなければならない。
そうでなければ、自己研修の意欲が十分に高まらない
可能性がある。また、講師への謝金の問題もある。謝
金についての予算は、例えば、校内全体の研修で使う
ことに予め決めて組んでいるので、自己研修のための
予算を十分に用意していない。校内の教員が講師にな
ることができればいいが、全てのニーズには到底応え
られない。平成 25 年度印旛地区公立小・中学校教頭研
究協議会の「教職員の専門性」に関する分科会で、他
校で自己研修の場を設けている事例について情報交換
されたが、いずれもが若年層教員を対象とする研修で
校内のベテラン層の教員を講師としており、外部から
は招聘していない。	 
図 2：魅力を感じる校内研修 
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 予算がかからないような形で校外に講師を求めるこ
ととなると､退職された教員に指導ボランティアとし
て依頼をすることが考えられる。もう一つは市教育委
員会指導主事や学校を巡回する指導員等を要請すれば
予算がかからない。	 
	 
4.	 教員一人一人の自己研修の実際	 
	 
4.1.	 若年層における事例	 
(1)教員Ｂの場合 
	 教員Ｂは日頃から学習指導や学級経営について教育
書を参考にして実践を積み重ねている学級担任である。
それにより指導がうまくいっていると実感でき自信が
持てるようになってきている。一方で教育書に書かれて
いるようにはうまくいかないと悩んでいるところもあ
る。このことは日頃の彼の言動だけでなく、週指導計画
案の反省からもとらえることができた。 
	 教員Ｂの研修に対する講師は、学習指導も学級経営も
幅広く指導することができる人物が望ましいと考えた。
候補に掲げたのが過去、教員Ｂの初任者指導教員であっ
たＭ氏である。Ｍ氏については教員Ｂが信頼を寄せてい
る方なので教員Ｂが抱えている悩みを聞き入れ、教員Ｂ
に合った指導をしてくれることが期待できると考えた。 
	 教員Ｂに、初任者指導のときのようにＭ氏に授業や学
級の様子を参観してもらい、直接指導を受けたらどうか
と持ちかけた。すると、二つ返事で了解を得られた。す
ぐにＭ氏に指導をお願いする連絡をとった。月に１回程
度ならば構わないとの了解を得ることができた。その際、
無償の指導ボランティア25という形でというお願いも了
解を得ることができた。指導ボランティアでお願いした
のは校内の予算の問題が大きい。年度初めに学校ごとに
消耗品や光熱費等様々な予算が割り当てられる。このな
かに講師謝金も入っている。本年度の予算については前
年度の半ば頃に市教育委員会からのヒアリングがある
ことから前年度のうちに次年度の予想される講師によ
る指導回数を決め､市教育委員会に要望を出す。したが
って､本年度に新たに講師の指導回数を増やすのは１､
２回程度ならば大丈夫であるが､それ以上となると限界
がある。そのため､学校運営上､指導ボランティアの形を
とらざるを得ないのである。 
	 教員ＢのＭ氏を講師に招いた研修は 5 月から始まっ
た。Ｍ氏は月１回月曜日に来校してもらうことにした。
それは、月曜日は 5 校時が終了すると子どもたちが下校
するので、放課後に時間の余裕があるからである。教員
Ｂが担任している学級にＭ氏が入り、授業や給食時間等
子どもたちの様子を参観してもらった。そして、放課後
にマンツーマンで指導してもらった。私は指導が終わっ
た後にＭ氏から指導を受けた内容について教員Ｂに聴
き取りをした。教員ＢはＭ氏に初任者の頃からの成長振
りをほめてもらったとうれしそうであった。自分なりに
勉強して進めてきた学級経営の仕方がまちがっていな
かったと確信できたようである。授業については様々指
摘を受けていた。教師が子どもに指示を与えすぎている
のでもっと子どもに考えさせたり、調べさせたりするよ
うにしていかなければならないという指導が教員Ｂに
は一番心に残ったようである。 
	 夏休みが明け、Ｍ氏による研修が再開した。研修日程
については教員Ｂ自らが交渉して決めるようになった。
また、研修方法についても独自に変更していた。事前に
指導を受けたい内容をＭ氏に渡し、それについて授業を
参観してもらい、すぐに指導を受けるという形である。
例えば、2 校時に授業を参観してもらい、3 校時を空き
時間にしてＭ氏からすぐに指導を受ける方法である。 
	 教員Ｂは社会科の授業がうまくいかないという悩み
があった。授業の導入段階では子どもたちも活発に授業
に参加している様子がうかがえるが、後半の段階になる
と意欲的な参加状況でなくなるというものである。この
ことをＭ氏に伝え、2 校時に社会科の授業を行った。や
はり同様のことがこの授業でも起きた。空き時間である
3 校時にすぐにＭ氏の指導を受けた。授業の後半で子ど
もたちが課題に対して調べたことや考えたことを発表
する場面の折りに子どもの意見をうまくつなげて課題
の解決に導けないことが納得のいかない授業になって
しまう原因であるとの指摘をＭ氏から受けた。そこで、
3 校時に次時の授業の教材研究も併せて行った。そして、
5 校時も教員Ｂが社会科の授業の続きをすることになっ
た。Ｍ氏はその授業も参観した。子どもの意見をつなげ
ることが少しできるようになったようである。	 
	 
(2)教員Ｃの場合 
	 教員Ｃは､千葉県教育委員会からステップアップ研修
を行うように指定されている学級担任である。ステップ
アップ研修とは 6､7 年の教職経験をもつ教員に割り当
てられている。1 年間の研修課題を決めて自己研修をし､
年度末に研修した内容を全体の前で発表するという研
修スタイルがとられている。 
	 教員Ｃはソーシャルスキルに関するテーマにした。そ
れは､学級の子どもたちが生活場面において好ましくな
い言動が見られ､それがトラブルを生む結果になってい
たからである。そこで､日常の生活のある場面を設定し
て､そのときにどのような言動をすればよいかを話し合
わせ､望ましい言動について検討する取組をすることに
した。 
	 教員Ｃは､ソーシャルスキルに関して初めて実践する
ことから教育書を購入し､自己研修を積んでいった。教
頭としてソーシャルスキルに関する専門性は持ち合わ
せていないことから講師を招聘しようと考えたが､近隣
に該当する講師が見つからなかった。したがって､若年
層 3 名で行っている研修の際に､教員Ｃについては実践
した内容について報告を受け､それを全員で検討した。 
	 教員Ｃの実践報告では､自己研修によって学級の子ど
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もたちのソーシャルスキルが高まったかどうかを十分
に測れてはいなかった。 
	 
4.2.	 中間層における事例	 
(1)教員Ｆの場合 
	 教員Ｆは養護教諭である。養護教諭には教諭のように
週指導計画案の提出義務が無い。養護教諭が毎日記載す
る保健日誌にはその日に起きたけがや病気の様子につ
いては記載があるが、養護教諭としての研修したい内容
が書かれることはなかった。また、目標申告からも教員
Ｆ自身が自己研修したい内容を読み取ることはできな
かった。そこで、教員Ｆと積極的にコミュニケーション
をとり、どんなことに関心事があるかをとらえるように
心がけた。様々な話の中で、2012 年 12 月 20 日に起き
た調布市の食物アレルギーによる児童死亡事故26がかな
り心に残っていることがわかった。これは食物アレルギ
ーのある児童がチーズ入りチヂミを食べ死亡した事故
である。担任が給食にアレルギー症状を引き起こす食材
が入っているかどうかの確認を怠り配食したために起
きた。幸い当校にはアナフィラキシーショックを引き起
こす恐れがあると診断されている児童はいないが、いつ
何時給食の時間中にこのようなことが起きるかわから
ない。養護教諭にとって児童の死につながることに対し
ては相当な関心がある。 
そこで、学校独自で食物アレルギー対応マニュアルを
つくろうと教頭から持ちかけた。教員Ｆは乗り気であっ
たが、食物アレルギーについてはわからないことが多い
という悩みを受けた。養護教諭対象の研修会で過去に大
学教授から食物アレルギーに関して講話を聞いたが、児
童のアレルギー症状が起きたときの対処が曖昧で対応
マニュアルに載せるときにどのように記載すべきかわ
からないようで、自信を持って食物アレルギーの対処の
仕方を担任に示せるようにしたいと考えていた。 
教員Ｆにおける研修の講師は食物アレルギーの専門
医にすることにした。アレルギーの子どもを実際に診察
している医師の話であれば、教員Ｆは納得して対応マニ
ュアルの作成にかかれると考えたからである。また、担
任も一緒に専門医からの話を聞くことで、食物アレルギ
ーに対する専門性を高めることを期待できる。 
教員Ｆは食物アレルギーの専門医についての情報が
ないとのことだったので、保健センターに連絡をとり、
ぜんそくやアレルギーを専門にしている病院のＳ医師
を紹介してもらった。Ｓ医師に直接交渉し、講演につい
ては当校だけでなく、市内の学校や園にも呼びかけると
いう条件付きで快諾していただいた。講師料も市の規定
通りの金額で構わないとの了解を得た。 
	 講演にあたっては、事前に教員Ｆを中心に養護教諭が
質問したいことをあげて、講演の中に盛り込んでもらう
こととした。Ｓ医師の講演は実際にエピペン練習用トレ
ーナー27を使い、食物アレルギーの基礎知識やその対処
方法についてわかりやすいものであった。講演後に教員
Ｆに感想を聴いたところ、今まで食物アレルギーの対処
の仕方で曖昧であった点が明確になったようである。 
 
(2)教員Ｇの場合 
	 当校は体育科の研究指定を受け､本年度が研究の初年
度にあたる。過去､体育科の研究指定を受けたことがな
く､また､当校の教員自体も過去に体育科の指導案を書
いて授業実践したことがある経験は研究主任を除いて
なかった。教員Ｇを含めてほぼ全員が初めて体育研究を
進めるという状態であった。 
	 こうしたことから､教員Ｇは体育科の授業力を高めた
いという希望をもっていた。この場合は各教員 2 回の公
開授業やそれに伴う指導案作成が自己研修の場となる。
そのため､教頭としては教員Ｇの自己研修に大きく関わ
ることはなく､研究主任に委ねる形となる。講師も年度
当初に決定しているため新たに招聘する必要もない。 
しかし､計画通りに行われる研修だけで教員Ｇの課題
に応えられるかどうかはわからない。そのため､教頭と
しては授業公開や指導検討を進めていく中で､教員Ｇが
新たに抱いたニーズを見つけ出せるように心がけた。 
当校の体育研究は跳び箱やマット､鉄棒などの器械運
動の領域に絞って行っていることから､公開授業や指導
案検討を進めていく中で技が習得できない子どもへの
支援､特にこうした子どもへの補助の仕方について学び
たいとの希望が教員Ｇを含めて数名の教員から出てき
た。そこで､教頭は研究主任と相談し､1 年間当校の指導
を担当している市教育委員会の体育担当指導主事に臨
時で 5 年の体育授業に一緒に入ってもらい､跳び箱での
補助の仕方を実際に見せてもらう機会を設けた。当講師
は市教育委員会からの派遣なので謝金は派生しない。 
教員Ｇは校内の体育科授業研究会を重ねるにつれて､
指導力が高まってきており､それにつれて学級の子ども
たちの体育技能も向上している。 
 
4.3.	 ベテラン層における事例	 
(1)教員Ｈの場合 
	 教員Ｈは言語障害特別支援学級の担任である。当学級
は言葉の発達の遅れや発音に異常がある子どもの指導
にあたる学級である。基本的に週に 1､2 時間程度のマン
ツーマンによる指導であり､10 名程度の子どもが通級し
てくる体制をとっている。教員Ｈは今年度から初めて言
語障害をもつ子どもを受け持つことになった。 
	 言語障害は､言語中枢の機能や発語器官の形態や機能
との関係で生じる場合があるので､医療との関係を視野
に入れる必要がある等高い専門性を要する指導力が求
められる。 
	 教員Ｈのように言語障害特別支援学級を初めて担任
する教員には､千葉県教育委員会による年間 8 回の研修
を受ける義務がある。当研修では言語治療に関する理論
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や指導方法を学ぶことになっている。しかし､初めて担
任する教員が 8 回の研修で日常の指導を十分に行うこ
とは難しい。なぜならば､一般的な内容を指導するので
自分の受け持つ子どもが必ずそれに当てはまるかどう
かわからないからである。おのずと教員Ｈの研修ニーズ
は受け持ちの子どもへの指導方法になる。 
	 そこで､前担任であったＫ氏に指導を依頼してはどう
かと教頭から教員Ｈに尋ねたところ､ぜひ指導を受けた
いという希望があった。Ｋ氏は長年言語障害特別支援学
級に携わり豊富な経験があり､昨年度末に本校の言語障
害特別支援学級の担任を最後に退職されたので､現在の
在籍児童の状況や指導については当然のことながら精
通している。早速､教頭からＫ氏に対し教員Ｈへの指導
を依頼したところ快諾を得た。また､Ｍ氏と同様に無償
の指導ボランティアという形であることも了承を得た。 
	 教員Ｈの研修については指導対象となる子どもを予
め決め､その授業が終わった後､すぐにマンツーマンで
指導が受けられるように教頭が時間割の調整をした。 
	 教員Ｈに初めてＫ氏を招いた研修後に教頭が聴き取
りをしたところ､Ｋ氏は自身で実際に指導を目の前で見
せてくれた上でその指導に関して解説をしてくれたり､
教員Ｈが授業したことに対して丁寧に指導を加えてく
れたりしたようで､大変指導が実践的でわかりやすいと
好評であった。この後もＫ氏には定期的に講師要請をし
て､言語障害のタイプに合わせた指導を続けてくれてい
る。 
	  
(2)教員Ｉの場合 
	 教員Ｉは自閉症・情緒障害特別支援学級の担任である。
昨年度までは知的障害特別支援学級の担任であった。当
学級では､主に自閉症またはそれに類する障害により､
学校での集団生活や学習活動に支障がある子どもの適
応困難の改善を行っている。なお､当学級は当校におい
て今年度から新たに開設し､在籍は 1 名である。 
	 さて､今年度から市教育委員会が市内の特別支援学級
設置校に対して､特別支援学級の担任への指導を目的と
して専門員を派遣する事業を始めた。専門員は元特別支
援学級の担任であるＦ氏が務めており､月に 1 日程度各
学校の特別支援学級に入り､指導することになっている。 
教員Ｉの受け持ったＡ児は落ち着きに欠け､すぐに興
味関心がいろいろなところに移るという特性があり､教
科では算数を苦手としていた。また､算数を避けようと
する傾向にもあった。 
そこで､教員Ｉは専門員の５月の派遣日に算数の授業
を見てもらい指導を受けることにした。Ｆ氏は 16 時 30
分まで学校で勤務するのでＦ氏による指導は放課後に
行うことにした。 
Ａ児は､数字を見てその大小を比較することが苦手で
あった。Ｆ氏は具体物を数字に直す作業を取り入れるよ
う教員Ｉにアドバイスした。次時にその通りに行うと数
字で大小比較ができた。Ｆ氏のアドバイスが大変役立っ
たと教員Ｉの週指導計画案の反省に記載されていた。 
後日､教頭が教員Ｉに研修に関する聴き取りをしたと
ころ､８月に実施した個別研修も算数を中心とした年間
計画についての指導であったので､今後のＡ児の算数の
進め方について参考になったとの発言があった。 
	 この後も毎月Ｆ氏の訪問はあったが教員Ｉの週指導
計画案の反省には当研修に関する記載はなかった。教頭
が聴き取りをしたところ､なわとびの跳び方や指しゃぶ
りのやめさせ方等の指導はあったようで､参考になった
とのことであった。 
 
5.	 研究の考察	 
 
	 教員個々の研修ニーズは､年度当初､目標申告制度が
あるため把握しやすかった。それに合わせて教頭として
自己研修をコーディネートする方法を考えることがで
きた。しかし､時間が経つにつれ､週指導計画案に自己研
修に関わる記載がある場合は把握ができるが､そうでな
い場合には教員個々に聴き取りする等のアプローチを
するしか把握ができない。 
教員個々のニーズ全てをタイムリーに教頭が把握す
ることは難しいため､今後は教員自らが講師の招聘を要
望する等､進んで研修できるようになることが必要であ
ろう。 
	 教員Ｂ・Ｆ・Ｇ・Ｈのように教員個々のニーズにタイ
ムリーに応えて､講師を派遣できる場合については自己
研修に対して前向きにとらえることができているもの
と考える。一方､教員Ｉのように学校専門員が定期的に
学校に派遣されるので､そのときにニーズがある場合は
満足がいく自己研修の場となるが､そうでない場合には
負担になることも考えられる。個々の研修ニーズに合わ
せるには､講師を迅速に招聘することが重要であろう。 
	 また､教員Ｃに対しては必要とする講師が見当たらな
かったことから本人が手探り状態で自らの課題を解決
していこうと努力していた。したがって､本人の専門性
が十分に高まったと判断することは難しい。予め分野別
に講師のリストをつくっておき､それを活用して講師の
招聘をしていく必要があると思われる。 
	 講師から個別に指導を受ける時間については､空き時
間ができるように専科授業を入れる等して時間割の調
整を行うことで無理なく確保することができた。 
	 講師招聘にかかる予算については､ほとんどが無償で
済む形であり､医師 1 名のみかかっただけであったので
年度当初の予算内で収まった。次年度の予算要望の際に
は講師謝金の予算を増額し､様々な研修に対応できるよ
うにしていかなければならないと考える。 
 
6.	 本研究の成果と課題	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6.1.	 成果	 
〇	 教頭が週指導計画案や目標申告制度､業績評価など
の文書や教員とのコミュニーションを活用して､教員
一人一人の研修ニーズを把握できた。	 
〇	 把握したニーズに応じて講師を招聘することによ
り､教員が抱える課題に対して解決に近づけた。	 
〇	 講師は指導ボランティアという形で依頼したり､市
教育委員会指導主事や専門員を招聘したりすること
により､少ない予算で研修を進めることができた。	 
〇	 専科の時間を割り当てて空き時間をつくる等､可能
な限りマンツーマンの指導ができるような時間を設
定することで教育課程に支障が出ない形で自己研修
を進めることができた。	 
	 
6.2.	 課題	 
〇	 必要とする講師を招聘できないときにも課題が解
決でき､指導力が高まる自己研修になるような方法を
考え出していく必要がある。	 
〇	 教頭がコーディネートしなくても自らが講師を見
つけ､自らが研鑽を積むようにするために今後校内の
自己研修をどうすべきか考えていく必要がある。	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